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吹田市公告第１０１号 

 

公共下水道施設復旧等工事に係る公募型見積り合せを下記のとおり実施するので、公告します。 

 

令和７年４月３日 

吹田市長 後藤 圭二  

 

記 

 

公募型見積り合せ実施要領 

 

１ 工事名称 公共下水道施設復旧等工事 

２ 工事場所 吹田市内一円 

３ 工  期 令和７年６月２日～令和８年３月３１日 

４ 契約方法 単価契約 

５ 工事種類 土木一式工事 

６ 工事概要 公共下水道施設復旧工 一式 

排水施設復旧工 一式 

公共下水道施設工 一式 

※本案件は、複数の受注者により契約期間内で当番を組む当番制である。なお、当 

番期間は、決定事業者数によって調整するものとする。 

７ 契約保証金 各発注段階時に、契約単価金額に工事指示数量を乗じて得た合計額に消費税相当額を加

算した額の１０％以上。 

８ 主な保険等 以下に掲げる全て。 

（１）労働者災害補償保険 

（２）第三者に対する損害賠償保険 

（１事故対人１名につき、３，０００万円以上、かつ総額２億円以上） 

９ 参加資格 以下に掲げる要件を全て満足する者であること。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）市内事業者（本市の入札参加有資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に市

内本店で登載されている者）であり、参加希望工事種類が土木一式工事であること。

ただし、本市の資格者名簿に建設工事で市内事業者又は準市内事業者（本市の資格

者名簿に市内支店で登載されている者）として登載後、１年を超えている者である

こと。 

（３）本案件と同一の業種について、建設業許可を有すること。 

（４）建設業法第２６条の規定による必要な技術者を工事現場に配置できること。ただ
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し、公募型見積り合せ参加資格確認申請受付最終日（以下「申請受付最終日」とい

う。）において、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有している者である

こと（他の会社からの在籍出向者や派遣社員は、原則として認めない。）。 

（５）現場代理人を常駐で工事現場に配置できること。ただし、申請受付最終日におい

て、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有している者であること(他の会

社からの在籍出向者や派遣社員は、原則として認めない。）。 

（６）下記ア又はイに該当する本案件と同一の業種の実績を有する者であること（完

成・引渡しが平成２７年度から申請受付最終日までに完了していること。）。 

ア 本市発注工事で、「総務部契約検査室が検査した工事（契約金額が 

２，０００万円以上の工事）」又は「同時又は先行する総務部契約検査室が検査

した工事（契約金額が２，０００万円以上の工事）と施工場所及び施工期間が

重複している契約金額１，０００万円以上の工事」を、２件以上元請として施

工した実績を有する者であること。 

イ 本市の下水道部発注の公共下水道施設復旧工事又は排水施設復旧工事を元請

として施工した実績を有する者であること。 

※実績については、「見積り合せ参加資格確認申請に係る添付資料」（以下「参加資

格確認申請に係る添付資料」という。）の実績欄に、前記に該当する施工実績を

必ず記入すること。記入が無い場合はその申請は無効とするため、見積り合せに

参加することはできない。 

（７）緊急時に対応できるよう、重機及び技術者等について、下記項目全てを満たすこ

とが書類で証明できること。 

ア バックホウ（バケット容量平積 0.06 ㎥以上）１台以上及びダンプトラック（積

載重量２ｔ以上）１台以上を保有していること。ただし、６か月以上の長期賃貸

借（リース又はレンタル）による保有でもよい。 

イ アの重機の運転資格者を有し、かつ重機の保管場所を本市内、又は市外におい

ては吹田市の重心付近である吹田市立佐井寺小学校（吹田市佐井寺３丁目３番地

先）を中心とする半径１０㎞の円内に、自社所有地又は借地（重機のリース会社

等の敷地は認めない。）により保有していること。 

ウ 営業所の専任の技術者とは別に、申請受付最終日において、３か月以上の直接

的かつ恒常的な雇用関係にある技術者（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）別

表第１上覧に掲げる「土木一式工事」に関する同法第７条第２号イ、ロ又はハに

該当する者）が１名以上在籍していること。 

エ 申請受付最終日において、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある２

名以上の常用労働者が在籍していること。ただし、ウの技術者として申請した者

を除く。 

（８）本市（総務部契約検査室）が公告する電子入札案件で、令和７年度中に本案件以
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外の業種（建築一式工事、とび・土工・コンクリート工事、舗装工事及び解体工事

を除く。）を落札（落札候補者を含む。）していないこと。ただし、発注者が特殊と

思われる案件等、受注業種の制限を対象外とした案件を除く。 

（９）本市（総務部契約検査室）が公告する電子入札案件で、本案件と開札日が同一の

案件がある場合、本案件以外の業種（建築一式工事、とび・土工・コンクリート工

事、舗装工事及び解体工事を除く。）に参加申請していない者であること。ただし、

発注者が特殊と思われる案件等、入札参加申し込みの制限を対象外とした案件を除

く。 

（10）申請受付最終日において有効な経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の

写しを本市（総務部契約検査室）に提出していること。（未提出の場合は、必ず令

和７年４月１７日（木）までに提出すること。） 

（11）公告の日から見積書受付期間の最終日までの間、吹田市指名停止措置要領に基づ

く指名停止の措置を受けていないこと。 

（12）公告の日から見積書受付期間の最終日までの間、吹田市公共工事等及び売払い等

の契約における暴力団排除措置要領に基づく入札参加除外の措置を受けていない

こと。また、同要領別表に掲げる措置要件にも該当しないこと。 

（13）事業協同組合にあっては、組合員のすべてが、前記（11）、（12）に該当する者で

あること。 

（14）本実施要領に定める業種について、建設業法第２７条の２３の規定による経営事

項審査を受けていること。 

（15）建設業法施行規則第１８条の２に違反していないこと。 

（16）会社更生法又は民事再生法に基づき更生又は再生手続開始の申立てがなされてい

る者については、更生計画又は再生計画の認可決定の確定を受けていること。 

10 公募型見積り合せ参加手続き 

（１）本見積り合せの参加希望者は、下記アからケの書類をホームページからダウンロ

ーﾄﾞして必要事項を記載し、提出すること。なお、期限までに提出しない者は、本

見積り合せに参加することはできない。 

提出書類 

ア 「令和７年度公共下水道施設復旧等工事に係る公募型見積り合せ参加 

申請書（様式１号）」（写しについても１部提出すること。なお、写 

しについては受付印押印後、返却する。）。 

イ 重機保有状況調書（様式第２号）及び証明書類 

ウ 技術者名簿・経歴書・常用労働者名簿、重機の運転資格者（様式３号） 

及び証明書類 

エ 参加資格確認申請に係る添付資料 

オ ９（６）の施工実績確認資料及び証明書類（契約書・仕様書・設計図 
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書・CORINS 工事カルテの写し等） 

カ 配置予定技術者等調書（実務経験による主任技術者を配置する場合は、 

技術者経歴書も提出すること。） 

キ 現場代理人及び配置予定技術者を直接的かつ恒常的（申請受付最終日にお

いて３か月以上の雇用関係）に雇用していることが確認可能なもの 

ク 入札参加資格確認申請受付最終日において有効な経営規模等評価結果通

知書・総合評定値通知書の写し（以下「評定値通知書」という。）を本市（総

務部契約検査室）に未提出の場合は、必ず令和７年４月１７日（木）午後

５時までに提出すること。 

ケ 吹田市暴力団の排除等に関する条例第８条第２項に規定する暴力団員 

及び暴力団密接関係者でないことを表明した誓約書 

（２）公募型見積り合せ心得書については、本市ホームページで確認すること。 

（３）提出期間、提出場所及び提出方法 

提出期間：令和７年４月４日（金）から令和７年４月１７日（木）まで 

（土曜日、日曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

提出場所：吹田市役所高層棟８階契約検査室 

提出方法：見積り合せ参加希望者の持参により提出。郵送又は電送等によるもの

は受け付けない。 

（４）提出された添付資料については、返却しない。 

11 公募型見積り合せ参加資格確認審査及び結果の通知 

提出期間中に10（１）の書類すべてを提出した者について参加資格の確認を行う。 

その結果、参加資格が「無」の者には、電話連絡をする。 

※参加資格が「有」の者には、電話連絡はしない。 

連絡日時：令和７年４月２３日(水)午前９時から午前１１時まで 

12 仕様書等の交付 

参加資格「有」の者は、下記日時に仕様書等を交付する。 

日時：令和７年４月２４日（木）午前１１時から 

令和７年４月２８日（月）午後５時まで。（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

場所：吹田市役所高層棟８階契約検査室 

※申請受付期間内に申請がない者又は参加資格確認の結果、参加資格が「無」と認められ

た者は見積り合せに参加することができない。 

13 質疑応答 

（１）仕様書等に関し質疑がある場合については、本市ホームページから質疑書を様式

ダウンロードし電子メールにより提出すること。なお、ファイル形式は Microsoft 

Excel 又は PDF とし、送信の際には必ず事前にウィルスチェックを行うこと。また、

質疑には商号又は名称を特定する記載及び見積り金額に関する記載は行わないこ
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と。質疑があった場合、その回答については本市ホームページに掲載する。 

（２）メールアドレス keiyak_situgi@city.suita.osaka.jp  

（３）質疑受付締切日時 令和７年４月３０日（水）午後５時 

（４）回答掲載開始日 令和７年５月 ８日（木）午後３時 

14 見積書の提出期間、場所及び方法 

（１）提出期間 令和７年４月２５日（火）から令和７年５月１３日（火）まで 

  （土曜日、日曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

（２）提出場所 吹田市役所高層棟８階契約検査室 

（３）提出方法 見積り合せ参加希望者の持参により提出。郵送又は電送等によるも

のは受け付けない。 

15 見積り合せの辞退 

（１）見積り合せを辞退する場合は、見積書受付期間中にいつでも辞退することができ

る。ただし、見積書の提出後は、辞退することができない。 

（２）見積り合せを辞退する場合は、見積り合せ辞退届を持参により総務部契約検査室

に提出するものとする。 

（３）辞退届の提出後は、当該辞退届を撤回することはできない。 

（４）見積り合せを辞退した者は、これを理由として不利益な扱いを受けることはない

ものとする。 

16 決定方法 有効な見積書を提出した者のうち、最低の価格（予定価格以下最低制限価格以上）を参

考に、本市が交渉する単価を決定する。決定した単価を有効な見積書を提出した者全て

の者に提示し、その単価で契約締結を希望する全ての者と契約を締結する。 

工事発注時の金額については、契約単価に発注時の指示数量を乗じて得た金額（当該金

額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）の合計金額に、消

費税及び地方消費税相当額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）とする。 

交渉日時及び場所：令和７年５月２２日（木）午前１０時から午後５時まで。 

吹田市役所高層棟８階契約検査室 

17 見積りの無効 次の（１）から（16）に該当する見積りは無効とする。 

（１）参加資格を有しない者が行った見積り又は虚偽の申請を行った者がした見積り 

（２）見積りに関する諸条件に違反した見積り 

（３）参加資格確認に必要な添付資料を提出しない者がした見積り 

（４）指定された方法及び書式で提出されない見積り 

（５）記名、押印を欠く見積り（朱肉を使用しない押印を含む。）（押印を省略する 

場合は、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記載しなければならない。） 

（６）金額を訂正した見積り、又は金額の記載が不明瞭な見積り（容易に消去できる文

具で記載された見積りを含む。原則として、黒のインク又はボールペンとする。）  
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（７）誤字、脱字などにより意思表示が明確でない見積り 

（８）所定の日時を過ぎて提出された見積り、所定の場所に提出しない見積り 

（９）一の見積りに対して２通以上の見積書を提出した見積り 

（10）見積者が他の見積者の代理人を兼ねてした見積り 

（11）公正な価格を害し、もしくは不正な利益を得るため連合したと認められる者によ

る見積り 

（12）同一見積り合せに参加する複数の者の関係（共同企業体の代表者以外の構成員で

ある場合は除く。）が、次のいずれかに該当する者が行った見積り。ただし、見積

書を提出するまでに、該当する者の１者を除く全てが見積りを辞退した場合には、

残る１者の見積りは有効とする。 

ア 子会社等と親会社等（会社法及び会社法施行規則の規定による子会社等及び親

会社等をいう。以下同じ。）の関係にある場合 

イ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

ウ 一方の会社等の役員（持株会社の取締役（指名委員会等設置会社にあっては執

行役）、持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社をいう。）の業務を執

行する社員、組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が、他方の

会社等の役員を現に兼ねている場合 

エ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更

生法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下、単に「管財人」とい

う。）を現に兼ねている場合 

オ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合。 

（13）同一見積り合せに参加する事業協同組合とその組合員又は同一の組合員が重複し

て加入している事業協同組合同士が行った見積り 

（14）参加資格確認審査により参加資格を確認された者であっても、その後、契約の相

手方の決定の日までの期間において、吹田市指名停止措置要領に基づく指名停止の

措置を受けた者がした見積り 

（15）参加資格確認審査により参加資格を確認された者であっても、その後、契約の相

手方の決定の日までの期間において、吹田市公共工事等及び売払い等の契約におけ

る暴力団排除措置要領に基づく入札参加除外の措置を受けた者又は同要領別表に

掲げる措置要件に該当した者がした見積り 

（16）その他公募型見積り合せに関する条件に違反した見積り 

18 契約の締結等  契約の締結にあたっては、契約書の作成を要する。 

19 決定の取消し 

（１）市は、契約の相手方の決定日から契約の確定日までの間に決定者が次のいずれか

に該当した時は、当該契約の相手方としての決定を取り消すことができる。 

ア 建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止の処分を受けたとき 
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イ 建設業法第２９条の規定による取り消し処分を受けたとき 

ウ 建設業法施行規則第１８条の２に違反したとき 

エ 吹田市公共工事等及び売払い等の契約における暴力団排除措置要領に基づく入

札参加除外措置を受けたとき又は同要領別表に掲げる措置要件に該当したとき 

オ 吹田市指名停止措置要領に基づく指名停止の措置を受けたとき 

カ 本市公募型見積り合せ心得書（以下「見積り合せ心得書」という。）第９条第

１１号に該当する行為があったと認められるとき 

キ 配置予定技術者等に関する調書の提出を求められた場合に、その調書を提出し

ないとき 

ク 正当な理由がなく、見積り合せ心得書第１１条に定める期間内に契約を締結し

ないとき 

（２）（１）により契約の相手方としての決定を取り消したことについて、市は一切の

責めを負わないものとする。 

20 その他 

（１）見積り合せ参加者は、本要領、本市財務規則、公募型見積り合せ心得書等を承認

のうえ参加すること。 

（２）公募型見積り合せに参加するために必要な書式は、市のホームページからダウン

ロードすること。 

21 問合せ先 

吹田市泉町１丁目３番４０号 

吹田市総務部契約検査室 

電話（直通）０６－６３８４－１４８９ 


